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(百万円未満切捨て)
１．2022年３月期の連結業績（2021年４月１日～2022年３月31日）
（１）連結経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属する

当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年３月期 494,351 － 10,054 125.7 9,726 139.2 7,136 224.7

2021年３月期 784,160 △16.2 4,454 △7.8 4,067 3.1 2,198 34.9
(注) 包括利益 2022年３月期 8,755百万円( 185.8％) 2021年３月期 3,062百万円( 264.7％)
　

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

2022年３月期 805.91 － 12.0 3.0 2.0

2021年３月期 248.24 － 4.1 1.4 0.6
(参考) 持分法投資損益 2022年３月期 548百万円 2021年３月期 345百万円

(注)「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を当連結会計年度の期首から適用し
ており、上記の連結売上高は当該会計基準を適用した後の金額となっているため、売上高については対前期増減率は
記載しておりません。

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2022年３月期 364,029 63,753 17.3 7,107.83

2021年３月期 286,233 57,185 19.5 6,295.46
(参考) 自己資本 2022年３月期 62,938百万円 2021年３月期 55,745百万円

（３）連結キャッシュ・フローの状況
営業活動による

キャッシュ・フロー
投資活動による

キャッシュ・フロー
財務活動による

キャッシュ・フロー
現金及び現金同等物

期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

2022年３月期 △9,279 △806 4,068 15,397

2021年３月期 14,894 △2,048 △6,825 22,432

２．配当の状況

年間配当金 配当金総額
(合計)

配当性向
(連結)

純資産
配当率
(連結)第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

2021年３月期 － 15.00 － 35.00 50.00 442 20.1 0.8

2022年３月期 － 85.00 － 160.00 245.00 2,169 30.4 3.5

2023年３月期(予想) － 120.00 － 120.00 240.00 －

３．2023年３月期の連結業績予想（2022年４月１日～2023年３月31日）

(％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 263,000 17.3 4,500 10.1 5,300 16.2 3,500 △9.3 395.00

通 期 540,000 9.2 9,700 △3.5 10,600 9.0 7,000 △1.4 790.00

　　



※ 注記事項

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) ： 無

　 新規 －社 (社名) 、除外 －社 (社名)
　

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無
　

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2022年３月期 8,860,562株 2021年３月期 8,860,562株

② 期末自己株式数 2022年３月期 5,767株 2021年３月期 5,752株

③ 期中平均株式数 2022年３月期 8,854,799株 2021年３月期 8,854,844株
　

(参考) 個別業績の概要
１．2022年３月期の個別業績（2021年４月１日～2022年３月31日）
（１）個別経営成績 (％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年３月期 345,607 － 5,517 56.8 6,382 57.8 4,928 113.1

2021年３月期 646,529 △15.0 3,519 △17.7 4,044 △7.5 2,313 △0.2
　

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

円 銭 円 銭

2022年３月期 556.56 －

2021年３月期 261.23 －
(注)「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を当事業年度の期首から適用してお
り、上記の売上高は当該会計基準を適用した後の金額となっているため、売上高については対前期増減率は記載して
おりません。

（２）個別財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

2022年３月期 267,265 45,552 17.0 5,143.77

2021年３月期 215,371 42,176 19.6 4,762.62

(参考) 自己資本 2022年３月期 45,552百万円 2021年３月期 42,176百万円

２．2023年３月期の個別業績予想（2022年４月１日～2023年３月31日）
　

(％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率)

売上高 経常利益 当期純利益 １株当たり当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 180,000 112.4 3,500 126.0 2,300 87.6 259.58

通 期 365,000 5.6 6,500 1.8 4,200 △14.8 474.01

※ 決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です
　

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
（将来に関する記述等についてのご注意）
　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断
する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではございません。また、実際の業績等は
様々な要因により大きく異なる可能性があります。なお、業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたって
の注意事項等については、添付資料P.３「連結業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。
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１．経営成績等の概況

（１）当期の経営成績の概況
当連結会計年度における世界経済は、アメリカや中国を中心に、新型コロナウイルス感染症拡大の影響から総じ

て回復基調を維持しながら、底堅く推移しました。わが国経済においても、輸出の増加が続くなど景気は緩やかに

回復しました。しかしながら、原材料価格の高騰や金融資本市場の変動、ウクライナ情勢の影響などによって先行

きは不透明さが増している状況です。

このような環境の下、当社では、バイオマス燃料事業にて、調達された製品が合法かつ持続可能な方法で生産さ

れたことを保証する「GGL(Green Gold Label)認証」を2021年12月に取得し、22年４月からは本格的な供給が始まっ

ております。中国においては、半導体・FPD用イオン注入装置製造会社を買収、神商精密器材（揚州）有限公司とし

て子会社化し、神商精密器材（蘇州）有限公司との事業連携強化を推し進めております。

また、当社は、10月29日開催の当社取締役会において、株式会社東京証券取引所の新市場区分における「プライ

ム市場」を選択することを決議いたしました。加えてサステナビリティについての取り組みを強化するため、取締

役会の諮問機関として「サステナビリティ委員会」を設置することを決定しました。これらにより、神鋼商事グル

ープの持続的な成長と、中長期的な企業価値の向上を図り、ステークホルダーからの高い支持を得て、企業理念に

謳う「豊かな社会づくり」に貢献してまいります。

当連結会計年度の業績につきましては、売上高は4,943億51百万円（－）となりました。営業利益は100億54百万

円（前連結会計年度比125.7％増）、経常利益は97億26百万円（同139.2％増）となり、親会社株主に帰属する当期

純利益は71億36百万円（同224.7％増）となりました。

事業セグメント別の主な営業状況は、以下のとおりであります。

　 ①鉄鋼セグメント

国内外の自動車業界における半導体不足等による生産へのマイナス影響がありながらも、建築、造船業界

も含め、総じて需要は回復傾向が見られ、特殊鋼・鋼板製品ともに取扱数量が増加し、価格も上昇したこと

により、増益となりました。

これらにより、鉄鋼セグメントの売上高は2,016億19百万円（－）となり、セグメント利益は41億32百万円

（前連結会計年度比565.1％増）となりました。

　 ②鉄鋼原料セグメント

国内の粗鋼生産量が堅調に推移したことにより、主に神戸製鋼所向けの取扱数量が増加し、また主原料価

格が上昇したことにより、増益となりました。

これらにより、鉄鋼原料セグメントの売上高は452億65百万円（－）となり、セグメント利益は7億18百万

円（前連結会計年度比127.0％増）となりました。

　 ③非鉄金属セグメント

銅製品は自動車・半導体向けが、アルミ製品は自動車・空調向けが、堅調に推移し、非鉄原料においても

銅屑・再生塊アルミの取扱いが増加したことにより、増益となりました。

これらにより、非鉄金属セグメントの売上高は1,685億46百万円（－）となり、セグメント利益は30億33百

万円（前連結会計年度比63.6％増）となりました。

　 ④機械・情報セグメント

建機部品、電池関連材料に加え、半導体検査装置の取扱いが好調に推移し、また国内子会社の工事取扱い

の増加等により、増益となりました。

これらにより、機械・情報セグメントの売上高は554億30百万円（－）となり、セグメント利益は15億82百

万円（前連結会計年度比29.2％増）となりました。

　 ⑤溶材セグメント

建築鉄骨・建設機械向けの取扱いが堅調に推移し、また造船・自動車向け溶接材料の輸出も堅調に推移し

たことにより、増益となりました。

これらにより、溶材セグメントの売上高は233億27百万円（－）となり、セグメント利益は3億24百万円

（前連結会計年度比126.2％増）となりました。

（注）「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を当連結会計年度の期首から適用しております。この結果、当連結累計期間における売上高は、前連結累

計期間と比較して大きく減少しており、経営成績に関する説明の売上高については、増減額及び前年同期比（％）

を記載せずに説明しております。

　収益認識に関する会計基準等の適用が経営成績に与える影響の詳細については、P.15「報告セグメントの変更等

に関する事項」をご参照ください。
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（2023年３月期の見通し）

わが国経済の見通しにつきましては、景気は緩やかな回復が続いておりますが、原材料価格の高騰や金融

資本市場の変動、ウクライナ情勢の影響などによって、先行きが不透明な状況です。

このような経済環境の下、当社グループの次期の見通しにつきましては、連結売上高5,400億円、営業利益

97億円、経常利益106億円、親会社株主に帰属する当期純利益70億円を予想しております。

（２）当期の財政状態の概況

①資産、負債及び純資産の状況

当連結会計年度末日における総資産は3,640億29百万円となり、前連結会計年度末に比べ777億96百万円増加

しました。これは主に、売掛金と商品及び製品の増加によるものです。負債合計は3,002億76百万円となり、前

連結会計年度末に比べ712億28百万円増加しました。これは主に、支払手形及び買掛金と短期借入金が増加した

ことによるものです。

純資産は637億53百万円となり、前連結会計年度末に比べ65億67百万円増加しました。これは主に、親会社株

主に帰属する当期純利益の計上と為替相場の円安に伴う為替換算調整勘定の増加によるものです。

②連結キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ70億34百万円減少し、153億97百

万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度における営業活動によるキャッシュ・フローは、△92億79百万円（前連結会計年度に比べ241

億73百万円減少）となりました。これは主に、売上債権の増加額526億90百万円、棚卸資産の増加額132億92百

万円によるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度における投資活動によるキャッシュ・フローは、△8億6百万円（前連結会計年度に比べ12億

42百万円増加）となりました。これは主に、有形固定資産の売却による収入11億56百万円によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当連結会計年度における財務活動によるキャッシュ・フローは、40億68百万円（前連結会計年度に比べ108億

94百万円増加）となりました。これは主に、短期借入金の純増額52億91百万円によるものです。

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当
当社グループは、株主の皆さまに対する利益還元を経営の重要課題の一つに位置づけており、企業体質の強化と

将来の事業展開に必要な内部留保等を考慮しつつ、各期の業績に応じた配当を継続していくことを基本方針として

おります。

上記の方針に基づき、当連結会計年度の期末配当金につきましては、１株当たり160円とさせていただく予定であ

ります。

なお、2023年３月期の配当金につきましては、第２四半期末120円と期末120円の年間配当金240円を予定しており

ます。

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社グループの利害関係者の多くは、国内の株主、債権者、取引先等であり、海外からの資金調達の必要性が乏しい

ことから、当面は日本基準で連結財務諸表を作成する方針であります。

　なお、今後につきましては、国内同業他社のIFRS（国際財務報告基準）採用動向等を踏まえつつ、IFRS適用の検討を

進めていく方針であります。
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３．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当連結会計年度
(2022年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 22,433 15,398

受取手形及び売掛金 151,579 195,835

電子記録債権 9,798 18,281

商品及び製品 38,400 54,365

仕掛品 514 59

原材料及び貯蔵品 1,540 1,316

前払金 11,159 22,385

その他 5,306 9,913

貸倒引当金 △609 △953

流動資産合計 240,123 316,604

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 7,569 8,796

減価償却累計額 △4,777 △5,559

建物及び構築物（純額） 2,791 3,236

機械装置及び運搬具 6,975 8,307

減価償却累計額 △5,350 △6,506

機械装置及び運搬具（純額） 1,624 1,800

土地 1,348 1,231

建設仮勘定 646 697

その他 1,833 1,979

減価償却累計額 △984 △1,060

その他（純額） 848 918

有形固定資産合計 7,259 7,884

無形固定資産

ソフトウエア 1,446 1,376

諸施設利用権 21 29

その他 99 148

無形固定資産合計 1,567 1,554

投資その他の資産

投資有価証券 30,206 31,213

出資金 1,593 1,739

長期貸付金 1,434 1,586

退職給付に係る資産 8 5

繰延税金資産 1,594 1,778

その他 5,014 5,410

貸倒引当金 △2,569 △3,747

投資その他の資産合計 37,282 37,986

固定資産合計 46,109 47,425

資産合計 286,233 364,029
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当連結会計年度
(2022年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 120,540 161,237

電子記録債務 11,880 14,381

短期借入金 37,347 49,962

未払法人税等 1,085 2,023

契約負債 - 9,386

賞与引当金 991 1,089

預り金 8,770 18,244

その他 21,669 22,996

流動負債合計 202,286 279,321

固定負債

長期借入金 21,625 16,499

預り保証金 1,730 1,704

繰延税金負債 1,704 1,257

役員退職慰労引当金 81 13

退職給付に係る負債 824 658

債務保証損失引当金 91 110

その他 703 712

固定負債合計 26,761 20,955

負債合計 229,048 300,276

純資産の部

株主資本

資本金 5,650 5,650

資本剰余金 2,608 2,608

利益剰余金 44,544 50,618

自己株式 △17 △17

株主資本合計 52,785 58,859

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 4,120 3,587

繰延ヘッジ損益 △316 △287

為替換算調整勘定 △844 779

その他の包括利益累計額合計 2,959 4,079

非支配株主持分 1,440 814

純資産合計 57,185 63,753

負債純資産合計 286,233 364,029
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

連結損益計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2020年４月１日
　至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日
　至 2022年３月31日)

売上高 784,160 494,351

売上原価 757,580 460,817

売上総利益 26,579 33,533

販売費及び一般管理費 22,124 23,478

営業利益 4,454 10,054

営業外収益

受取利息 100 127

受取配当金 671 727

仕入割引 50 69

為替差益 228 233

持分法による投資利益 345 548

雑収入 510 521

営業外収益合計 1,907 2,227

営業外費用

支払利息 737 788

売掛債権譲渡損 328 642

売上割引 168 -

デリバティブ評価損 275 275

貸倒引当金繰入額 669 747

雑損失 115 101

営業外費用合計 2,295 2,554

経常利益 4,067 9,726

特別利益

投資有価証券売却益 729 77

負ののれん発生益 - 183

債務免除益 - 729

特別利益合計 729 990

特別損失

減損損失 1,024 85

投資有価証券売却損 - 80

投資有価証券評価損 600 78

会員権評価損 1 -

債務保証損失引当金繰入額 93 -

特別損失合計 1,719 244

税金等調整前当期純利益 3,076 10,473

法人税、住民税及び事業税 1,681 3,174

法人税等調整額 △214 △329

法人税等合計 1,466 2,844

当期純利益 1,609 7,628

非支配株主に帰属する当期純利益又は非支配株主に
帰属する当期純損失（△）

△588 492

親会社株主に帰属する当期純利益 2,198 7,136
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連結包括利益計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2020年４月１日
　至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日
　至 2022年３月31日)

当期純利益 1,609 7,628

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 2,462 △549

繰延ヘッジ損益 △377 29

為替換算調整勘定 △577 1,606

持分法適用会社に対する持分相当額 △54 40

その他の包括利益合計 1,453 1,127

包括利益 3,062 8,755

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 3,764 8,256

非支配株主に係る包括利益 △701 499
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（３）連結株主資本等変動計算書

　前連結会計年度(自 2020年４月１日 至 2021年３月３１日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 5,650 2,608 42,789 △17 51,030

当期変動額

剰余金の配当 △442 △442

親会社株主に帰属する当

期純利益
2,198 2,198

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）

当期変動額合計 - - 1,755 △0 1,755

当期末残高 5,650 2,608 44,544 △17 52,785

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ損益 為替換算調整勘定

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 1,680 61 △349 1,392 2,147 54,571

当期変動額

剰余金の配当 △442

親会社株主に帰属する当

期純利益
2,198

自己株式の取得 △0

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
2,439 △377 △495 1,566 △707 858

当期変動額合計 2,439 △377 △495 1,566 △707 2,614

当期末残高 4,120 △316 △844 2,959 1,440 57,185
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　当連結会計年度(自 2021年４月１日 至 2022年３月３１日)

(単位：百万円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 5,650 2,608 44,544 △17 52,785

当期変動額

剰余金の配当 △1,062 △1,062

親会社株主に帰属する当

期純利益
7,136 7,136

自己株式の取得 △0 △0

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）

当期変動額合計 - - 6,073 △0 6,073

当期末残高 5,650 2,608 50,618 △17 58,859

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
繰延ヘッジ損益 為替換算調整勘定

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 4,120 △316 △844 2,959 1,440 57,185

当期変動額

剰余金の配当 △1,062

親会社株主に帰属する当

期純利益
7,136

自己株式の取得 △0

株主資本以外の項目の

当期変動額（純額）
△532 29 1,623 1,119 △625 494

当期変動額合計 △532 29 1,623 1,119 △625 6,567

当期末残高 3,587 △287 779 4,079 814 63,753
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2020年４月１日
　至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日
　至 2022年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 3,076 10,473

減価償却費 1,348 1,470

のれん償却額 71 -

各種引当金の増減額（△は減少） 746 1,354

受取利息及び受取配当金 △772 △854

支払利息 737 788

持分法による投資損益（△は益） △345 △548

負ののれん発生益 - △183

減損損失 1,024 85

投資有価証券等評価損益（△は益） 600 78

売上債権の増減額（△は増加） 414 △52,690

棚卸資産の増減額（△は増加） 5,783 △13,292

仕入債務の増減額（△は減少） △30 42,738

未収入金の増減額（△は増加） 588 △5,175

未払費用の増減額（△は減少） 159 8,883

その他営業活動によるキャッシュ・フロー 2,700 △407

小計 16,103 △7,278

利息及び配当金の受取額 1,004 1,124

利息の支払額 △777 △820

法人税等の支払額 △1,437 △2,305

営業活動によるキャッシュ・フロー 14,894 △9,279

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △1,549 △1,058

有形固定資産の売却による収入 154 1,156

投資有価証券等の取得による支出 △10 △403

投資有価証券等の売却による収入 1,092 227

関係会社株式の取得による支出 - △161

連結の範囲の変更を伴う子会社出資金の取得に
よる支出

- △129

短期貸付けによる支出 △1 △1

短期貸付金の回収による収入 1 0

長期貸付けによる支出 △1,122 △127

長期貸付金の回収による収入 11 5

その他投資活動によるキャッシュ・フロー △624 △315

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,048 △806
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(単位：百万円)
前連結会計年度

(自 2020年４月１日
　至 2021年３月31日)

当連結会計年度
(自 2021年４月１日
　至 2022年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △4,489 5,291

長期借入れによる収入 93 2,521

長期借入金の返済による支出 △1,445 △2,589

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △489 △60

配当金の支払額 △442 △1,062

非支配株主への配当金の支払額 △51 △31

その他財務活動によるキャッシュ・フロー △0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △6,825 4,068

現金及び現金同等物に係る換算差額 △190 501

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 5,829 △5,514

現金及び現金同等物の期首残高 16,602 22,432

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 - △1,519

現金及び現金同等物の期末残高 22,432 15,397
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（５）連結財務諸表に関する注記事項

(継続企業の前提に関する注記)

該当事項はありません。

(追加情報)

該当事項はありません。

(会計方針の変更)

収益認識に関する会計基準等の適用

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財

又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

他の当事者が顧客への財又はサービスの提供に関与している場合において、自らの約束の性質が、特定された

財又はサービスを自ら提供する履行義務（すなわち、企業が本人）であるのか、それらの財又はサービスが当該

他の当事者によって提供されるように手配する履行義務（すなわち、企業が代理人）であるのかにつき検討いた

しました。

これにより、当社グループの役割が代理人に該当する取引については、従来は総額で収益を認識しておりまし

たが、純額で収益を認識する方法に変更しております。

この結果、従前の会計処理と比較して、当連結会計年度の売上高及び売上原価はそれぞれ726,867百万円減少し

ております。

また、工事契約について、従来は、工事進行基準または工事完成基準にて収益を認識しておりましたが、一定

期間にわたり充足する履行義務の対価として受け取る金額あるいは履行義務が充足するまでに要する総原価が信

頼性をもって見積ることができる場合は、報告期間の末日において測定した履行義務の充足に係る進捗度に基づ

いて、当該期間にわたって収益を認識する方法に変更しております。この進捗度の測定は発生したコストに基づ

くインプット法（原価比例法）を採用しています。なお、一定期間にわたり充足する履行義務の対価として受け

取る金額あるいは履行義務が充足するまでに要する総原価が信頼性をもって見積ることができない場合には、発

生したコストのうち回収可能性が高いと判断される部分と同額を収益として認識する方法（原価回収基準）に変

更しております。

この結果、従前の会計処理と比較して、当連結会計年度の売上高及び売上原価はそれぞれ275百万円増加してお

ります。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おり、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当連結会計年度の

期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。なお、当連結会計年度の期

首の純資産に反映されるべき累積的影響額はないため、当連結会計年度の利益剰余金期首残高に与える影響はあ

りません。

収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動負債」に表示してい

た「その他」は、当連結会計年度より「契約負債」及び流動負債の「その他」に含めて表示しております。

なお、収益認識会計基準第89-２項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度について新たな表示方法

により組替えを行っておりません。

(セグメント情報）

１ 報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、

取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているもので

あります。

当社グループは、本社に商品別の事業本部を置き、各事業本部は取り扱う商品について国内及び海外の包括

的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。

従って、当社グループは事業本部を基礎とした商品別セグメントから構成されており、「鉄鋼」、「鉄鋼原

料」、「非鉄金属」、「機械・情報」及び「溶材」の５つを報告セグメントとしております。

「鉄鋼」は、特殊鋼、薄板、厚板を中心に、鋳鍛鋼、チタン、鉄粉などを国内及び海外へ販売しておりま

す。「鉄鋼原料」は、主に㈱神戸製鋼所へ石炭、鉄鉱石、合金鉄などを国内及び海外から調達し、販売してお

ります。「非鉄金属」は、主に自動車、空調向けのアルミ・銅製品を国内及び海外へ販売しております。「機

械・情報」は、主に産業機械、化学機械などを国内及び海外へ販売しております。「溶材」は、主に溶接材料、
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溶接機などを国内及び海外へ販売しております。

２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、連結財務諸表作成において採用している会計処理の方

法と概ね同一であります。セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。
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３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

Ⅰ 前連結会計年度（自 2020年４月１日 至 2021年３月31日）

（単位：百万円）

報告セグメント その他
（注）

調整額 合計
鉄鋼 鉄鋼原料 非鉄金属 機械・情報 溶材 計

売上高

外部顧客への売上高 264,226 233,521 185,554 64,836 35,841 783,981 179 － 784,160

セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － 1 － 2 4 264 △268 －

計 264,226 233,521 185,556 64,836 35,843 783,985 443 △268 784,160

セグメント利益又は
損失(△)

621 316 1,853 1,225 143 4,160 △93 － 4,067

セグメント資産 115,126 29,805 74,579 33,532 14,899 267,944 33 18,255 286,233

その他の項目

減価償却費 647 146 307 143 68 1,313 35 － 1,348

受取利息 27 10 46 8 6 100 0 － 100

支払利息 309 77 188 100 58 734 2 － 737

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

620 1,081 212 148 54 2,117 0 － 2,117

（注）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸事業等を含んでおります。

Ⅱ当連結会計年度（自 2021年４月１日 至 2022年３月31日）

（単位：百万円）

報告セグメント その他
（注）

調整額 合計
鉄鋼 鉄鋼原料 非鉄金属 機械・情報 溶材 計

売上高

外部顧客への売上高 201,619 45,265 168,545 55,430 23,327 494,187 163 － 494,351

セグメント間の内部
売上高又は振替高

－ － 0 － － 0 275 △275 －

計 201,619 45,265 168,546 55,430 23,327 494,187 439 △275 494,351

セグメント利益又は
損失(△)

4,132 718 3,033 1,582 324 9,792 △65 － 9,726

セグメント資産 145,931 53,431 101,383 37,038 16,790 354,576 33 9,419 364,029

その他の項目

減価償却費 632 227 341 158 76 1,435 35 － 1,470

受取利息 20 19 70 11 6 127 0 － 127

支払利息 287 141 219 77 59 785 3 － 788

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

553 269 311 119 73 1,327 0 － 1,328

(注）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸事業等を含んでおります。
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　報告セグメントの変更等に関する事項

（収益認識に関する会計基準等の適用）

会計方針の変更に記載のとおり、当連結会計年度の期首から収益認識会計基準等を適用し、収益認識に関する

会計処理方法を変更したため、事業セグメントの売上高の算定方法を同様に変更しております。

当該変更により、従来の方法に比べて、当連結会計年度の売上高は「鉄鋼」で139,052百万円、「鉄鋼原料」で

427,419百万円、「非鉄金属」で126,916百万円、「機械・情報」で19,078百万円、「溶材」で14,121百万円それ

ぞれ減少しております。

４ 報告セグメント合計額と連結財務諸表計上額との差額及び当該差額の主な内容(差異調整に関する事項)

（単位：百万円）

売上高 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 783,985 494,187

「その他」の区分の売上高（注） 443 439

セグメント間取引消去 △268 △275

連結財務諸表の売上高 784,160 494,351

（注）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸事業等を含んでおります。

（単位：百万円）

利益 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 4,160 9,792

「その他」の区分の利益（注） △93 △65

連結財務諸表の経常利益 4,067 9,726

（注）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸事業等を含んでおります。

（単位：百万円）

資産 前連結会計年度 当連結会計年度

報告セグメント計 267,944 354,576

「その他」の区分の資産（注１） 33 33

全社資産（注２） 18,406 9,605

セグメント間取引消去等 △151 △185

連結財務諸表の資産合計 286,233 364,029

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸事業等を含んでおりま

す。

２．全社資産は、主に報告セグメントに帰属しない本社の余資運用資産（現預金）、長期投資資金（投資有価証

券）であります。

（単位：百万円）

その他の項目
報告セグメント計 その他（注） 連結財務諸表

計上額
前連結
会計年度

当連結
会計年度

前連結
会計年度

当連結
会計年度

前連結
会計年度

当連結
会計年度

減価償却費 1,313 1,435 35 35 1,348 1,470

受取利息 100 127 0 0 100 127

支払利息 734 785 2 3 737 788

有形固定資産及び
無形固定資産の増加額

2,117 1,327 0 0 2,117 1,328

（注）「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸事業等を含んでおります。
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(１株当たり情報)

前連結会計年度
（自 2020年４月１日

　 至 2021年３月31日）

当連結会計年度
（自 2021年４月１日

　 至 2022年３月31日）

１株当たり純資産額 6,295円46銭 7,107円83銭

１株当たり当期純利益 248円24銭 805円91銭

（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前連結会計年度

（自 2020年４月１日
至 2021年３月31日）

当連結会計年度
（自 2021年４月１日

　 至 2022年３月31日）

親会社株主に帰属する当期純利益（百万円） 2,198 7,136

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
当期純利益（百万円）

2,198 7,136

普通株式の期中平均株式数（千株） 8,854 8,854

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

(開示の省略)

上記以外の注記事項につきましては、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるため、開示を省

略しております。

　


